５月常任委員会　（土木）　　　　－道路への投資（小松白川、手取り架橋）
◆佐藤正幸　委員　　今、議論を聞きながら、維持管理とかそういうものを地元の業者にしっかり発注していくということは、すごく大事だなと思うんですけれども、ところが実際はそういう部分に余り予算が回らず、いわゆる不要不急のものがこれからも進んでいくんじゃないかということで若干お聞きしたいんですけれども、　まず、小松白川連絡道路です。これは２月の私の一般質問で、当時の土木部長が、ことし450万円、調査費を組んで、効果について調査を進めたいというふうに答弁されているんですけれども、一体ことしはどんな調査を、どんな効果をどう調査しようとされているのか、まずお聞かせ願いたいと思います。

◎常田功二　土木部長　　ことしの小松白川部分では、県の調査としましては、物流とかそういうようなものの調査をしたいと思っていまして、小松白川ができますと、中京圏、首都圏との時間短縮というものは確実に図られまして、輸送コストの縮減が図られる。それから、企業の新たな進出や設備投資も誘発することがあるのではないかと、そういった面の調査を今やっているところです。

◆佐藤正幸　委員　　以前、時間短縮17分という数字もありまして、さきの県知事選挙でも本当にこんな道路をつくるのかとか、既に４億円も調査費が使われているのはけしからんという声が上がっていることも、ぜひ耳に残しておいてほしいと思います。
　同じく調査費について、土木部長は、当時国においても雪崩調査を進めていると聞いておりますと、こう答弁されておりました。ということは、県とは別に国もまた独自調査をしているということなのかと思うんですけれども、そうだとするならば、ことしの調査費はどれぐらいの規模なのか、お聞かせ願いたいと思います

◎常田功二　土木部長　　国においては、今年度の調査費は昨年度並みの約900万円程度というふうに聞いております。

◆佐藤正幸　委員　　調査ばかり続けて、本当にこういうところは見直すべきところはしっかり見直すということが必要ではないかと思っています。
　もう一つ、その角度からお聞きしたいのは、２月の県議会で代表質問に答えて知事が、加賀海浜産業道路、手取川架橋について言明をされました。新たな架橋も含めたルート選定など、早期の事業化に着手をする時期に来ていると述べたんですけれども、私本当にこういうものが必要なのかどうか、検証が必要だというふうに思うんですけれども、一体この工事は総額どれぐらいの事業規模になるのか、あるいは工期はどれくらいか、完成時期はいつごろになるのか、その辺今どんなふうにお考えなのか、お聞かせ願いたいと思います。

◎常田功二　土木部長　　手取川架橋とか加賀海浜産業道路にかかわらず、石川県では道路事情も変わっていますので、石川県全域を対象にした道路調査をやっていまして、必要なところには必要な工事をやらなければいけない。もちろんこの加賀海浜産業道路についても重要な道路だと思っています。概略検討でも効果はあるということでもありますし、何より美川大橋では朝晩のラッシュですごく渋滞するというようなこともありますので、そういうような調査をしていますけれども、まだ事業が始まったわけでもないですから、詳細な調査はやっていませんので、事業費とか事業期間とか完成時期はここではお答えする資料は全く持ち合わせておりません。

◆佐藤正幸　委員　　今、美川のラッシュという話もあったのですけれども、この事業がないことによってどんな不便があるのか。本当にこれ必要なんですか。ラッシュ対策だけで、お話ありましたけれども、そんな大規模な工事が本当に必要なのかどうか。完成時期が何年後になるかもありますし、少子・高齢化と言われる時代で、そのときにできたはいいけれども、対費用効果の上では不必要なものだったと。そんなところにお金を使うよりは、先ほどから議論あったとおり、本当に生活密着型のところにしっかり予算を配分して、地元の業者に回すというふうにしたほうがよっぽど私は県の経済のためにもいいのではないかと思うんですけれども、対費用効果といいますか、何か本当に不都合があるんですか。これはどうですか。

◎常田功二　土木部長　　今、加賀海浜産業道路というのは、加賀地区に企業がどんどん新たに入ってきてます。集積が一段と進んでいますし、一方で金沢港のコンテナの取扱量がすごくふえているという、４年連続で史上最高を更新しているというようなことがありまして、それを一番近いところでつなぐのが加賀海浜産業道路だと思っています。
　今の状態で悪いのかと言われると、そういうことではなくて、よりよくしたいということです。これから地域間競争とか地方の時代と言われている中で、旧態依然としたような、朝晩ラッシュが起こっていても、企業が進出しようにもあんな道路状況では進出できないという状態で本当にいいのかどうかというところがあると思います。
　そういう観点からして、土木部としてはこの道路は非常に必要な道路ですし、改修の必要性というのは高いというふうに判断しております。

◆佐藤正幸　委員　　我々は本当に必要かどうか、きちんと厳しくチェックする役割を今後もまた１年間大いに発揮していきたいというふ
うに思いますので、以上で質問終わります

５月常任委員会（農業）　　　　―青年就農給付金、他―、

◆佐藤正幸　委員　　先月の委員会でも指摘したんですけれども、成長戦略という名のもとで、農業と農村を破壊する方向に今向かっていくと私は思っておりますが、そのもとで、しっかり家族経営を守るという立場でお聞きしたいんですけれども、まず青年就農給付金というものがあるかと思います。担い手対策として、青年の新規就農者に給付金を支給すると。２つのタイプがあると理解しておりますが、決算ベースでいうと2012年、7,400万円を60人に給付の実績があるというふうな資料があったと思うんですけれども、この60人の方々というのは一体どんなところにお住まいの方々なのか、もしわかればこの機会にお聞かせ願いたいと思います。

◎堀畑正純　農林水産部長　　この青年給付金ですが、就農前の研修期間及び経営不安定な就農直後の所得を確保するために平成24年からできた制度で、これには準備型と経営開始型があります。準備型は、いしかわ耕稼塾の研修期間や先進農家で研修する方を対象にしていまして、経営開始型は、実際に就農した方を対象とするものです。こういった方々に、年齢は45歳未満という方を対象にしていますが、年間150万円。これが準備型は２カ年、経営開始型は最長５年間という形でやっております。
　平成24年度の給付実績ですが、7,400万円を60人に給付しております。市町別に内訳を言いますと、金沢市が一番多くて20名です。次に白山市、宝達志水町が５名ずつ、それから七尾市、輪島市、志賀町、こちらが４名ずつという形になっております。

◆佐藤正幸　委員　　ところが、この補助金が、平成24年度の予算では１億5,000万円計上していると思うんですけれども、３月補正で減額補正になっていると私は理解しています。恐らく平成25年度も同じく減額補正になっていると思うんですけれども、もしこれが事実だとすれば、何で予算１億5,000万組んだのに半分ぐらい減額補正になっているのか、その理由ですね。そもそも当初予算で１億5,000万円予算が組まれた算出の根拠は何なのか、お聞かせ願いたいと思います。

◎堀畑正純　農林水産部長　　青年就農給付金の給付要件というのが、基本的に農業者が作目とか目標規模を定めた計画をつくって、市町が認定したものを挙げてくる、そういう仕組みになっております。そういう中で、基本的に市町も今後のそういった農業の展開を図りたい中で、相当希望的な発想もしながら、相当数を確保したいということでやっていますが、実際、我々それを希望、要望どおりまずは可能性が十分あると判断してやっていきますが、最終的には新規就農者のさまざまな事情、例えば親元から離れてちゃんと経営を独立したいと思ってやってきたんだけれども、その辺がうまくいかなかったとか、そういう事情もありまして、当初の予算が十分使われない部分があります。
　しかしながら、非常に予算的には伸びてきていますし、本県の取り組みというのは周辺の富山、福井に比べても、人数的には相当多いものでして、この要望までいけば、相当な取り組みの結果になると思っております。

◆佐藤正幸　委員　　さっきありましたように就農規模がふえているわけですから、これを機会に要件緩和して、国の予算に県独自で上乗せをして、ニーズに応えるということを、この機会にやったらどうかと思うんですけれども、そこはいかがでしょうか。

◎堀畑正純　農林水産部長　　制度自体の要件を国が決めてやってきているわけですが、県としましては、農業人材機構という仕組みがあるわけでして、こちらで新規就農者の確保を積極的にやっております。平成21年度に設立した人材機構ですが、農業に関するワンストップの総合相談窓口として機能していますし、それから耕稼塾を使いまして、さまざまな技術の研修、さらには６次産業化を含めた、総合的、一体的な取り組み、ほかの県ではない取り組みで、新規就農者を確保しているわけです。そういう意味では、要件緩和というよりも、人材機構を使った取り組みで対応しております。実際、平成24年度の新規就農者は135名です。これはこの人材機構ができる前までは、32人が平均でしたから、大幅に増加しているわけでして、こういったことをやりながら新規就農者を確保していくことができるのではないかと思います。

◆佐藤正幸　委員　　最後にしますけれども、これを機会にお聞きしたいのは、農業土木予算なんですね。私、さっきの土木の関係もあるんですけれども、本当に必要なものなのかどうかということの検証も要るかなというふうに思っております。これは県全体の農業予算の中でどれぐらいの割合を占めるのか、その主なものは何なのか、最後にお聞きして質問を終わりたいと思います。

◎堀畑正純　農林水産部長　　本県における平成26年度当初予算の農業土木予算ですが、一般公共事業の予算は約34億ですが、農林水産部全体の予算に占める割合は、220億円に対しては約16％となっています。
　主なものを申しますと、県営圃場整備、これが約半分の11億ぐらいあります。それ以外にも、県営かんがい排水事業、これは排水改良とか用水を供給する事業です。さらにはため池などの農地防災事業もありますので、そういう意味では、現在、農家から要望されるものから、石川の県土、農地等の防災をしっかり守るために必要なものを確保して取り組んでいるところです。

